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抄　　録

　身体活動の健康上の効果には強固なエビデンスがあるものの、身体活動不足への対策は十分な結果

が得られていない状況が続いている。COVID-19の大流行によってこの課題はますます重要性を増し

ており、対策を加速させていく必要がある。本稿では、特に高齢者に焦点を当て、「COVID-19流行

下における身体活動の状況」、「COVID-19流行による健康への影響」、「COVID-19流行下における身

体活動不足への対策」について、これまでの知見を概観する。そして、「WHO身体活動に関する世界

行動計画2018-2030」で示されているシステムズ・アプローチを念頭に、取るべき対策を考える資料

としたい。
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１．はじめに

　新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）

パンデミックにより、世界の人々の生活は大きく制

約された。「ウィズコロナ」や「新しい生活様式」

などと称されるように、新型コロナウイルスを意識

した感染予防対策によって、人々は行動範囲を狭め

ざるを得ない状況となっている。

　2012年に発表された医学誌Lancetにおける身体

活動特集号で、身体活動不足はパンデミックの状態

であり、健康上の悪影響は肥満や喫煙に匹敵するこ

と、全世界の死亡の9.4%は身体活動不足が原因であ

るという報告がなされた１）。日本では、2011年の健

康日本21最終評価において１日の歩数がおよそ

1,000歩減少し、「悪化している」という厳しい結果

であった２）。さらに健康日本21第二次の中間評価

（2018年度）では、歩数と運動習慣者（１回30分以

上の運動を週２回以上実施し、１年以上継続してい

る者）割合の目標達成は困難な状況となっている。

今後必要となる対策としては、他の生活習慣病対策

との連動、評価・目標の妥当性・簡便性の確保と見

える化、多様なステークホルダーとの連携・リソー
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スの活用、ソーシャル・キャピタルの構築が指摘さ

れている３）。

　身体活動の健康上の効果には強固なエビデンスが

あるものの、上記のように世界や国家レベルの身体

活動不足への対策は十分な結果が得られていない状

況が続いている４）。COVID-19の大流行によってこ

の課題はますます重要性を増しており、対策を加速

させていく必要がある。一方で、COVID-19の流行

によりGoogleでの「運動不足」の検索数が大きく増

加したように５，６）、身体活動や運動への社会的関心

が高まっていることも事実である。そのため、感染

予防対策をして正しく恐れながらも、身体活動を実

践することができる知識や方法を国民向けに提供し

ていく必要がある。

　このような社会状況のもと、国内外の様々な機関

や団体が身体活動に関する研究や実践活動に取り組

んでいる。本稿では、特に高齢者に焦点を当て、

COVID-19流行による身体活動の状況や健康状態へ

の影響を概観する。そして各機関や団体の取り組み

も紹介した上で、取るべき対策を考える資料とした

い。

２．COVID-19流行下における身体活動の状況

　COVID-19と身体活動に関する研究は、PubMed

による単純な検索数でも2020年が1,480件、2021年

は３月22日現在ですでに676件（検索語：COVID-

19、physical activity）が確認できる。身体活動の

評価は、従来質問紙による主観的調査と活動量計に

よる客観的調査方法が多く用いられてきた。

COVID-19流行下においては、スマートフォンアプ

リケーションやウエラブルデバイスのデータを用い

た調査、インターネットによる速やかな質問調査が

多く実施されている。これらの調査では、対象者の

代表性、すなわち選択バイアスを考慮する必要はあ

るものの、技術革新やビッグデータの活用推進に

よって、今後もこのようなデータを活用した研究が

増加していくことが予想される。

　COVID-19流行初期の身体活動の状況について

は、天笠らの論文６）に詳しい。初めに紹介する研究

では、世界保健機関（WHO）がパンデミックを宣

言した2020年３月１日前後の調査で身体活動量の低

下を報告している。この研究は、歩数測定の妥当性

が確認されているスマートフォンアプリArgus

（Azumio Inc. USA）利用者、187か国、455,404人

の歩数の変化を調べた大規模な記述疫学的研究であ

る７）。調査の結果、WHOによるパンデミック宣言

から10日以内の平均歩数の減少率は5.5%（１日あた

り287歩）、30日以内の平均歩数の減少率は27.3%（同

1,432歩）であった。減少率は各国で異なっており、

例えば、2020年３月９日に全国的なロックダウンを

したイタリア（6,403人）では最大で48.7％（同3,000

歩程度）、主に社会的距離と集会の制限を提唱した

スウェーデン（2,417人）では最大6.9％（同500歩程

度）の減少率であった。日本（4,074人）では緊急

事態宣言が出された後の４月21日頃に最も低下し、

流行前と比較して30%（同2,000歩）程度の低下が観

察されている。東京在住者（2,051人）に限った場

合も同様の傾向であった（30%（同3,000歩）程度低

下）。

　日本ではスポーツ庁や公益財団法人笹川スポーツ

財団がスポーツの実施状況などの調査を継続的に実

施している。スポーツ庁では、第２期スポーツ基本

計画において、「成人のスポーツ実施率を週１回以

上が65％程度（障害者は40％程度）、週３回以上が

30％程度となることを目指す」との目標を掲げてい

る。スポーツ実施率は、2016年度から登録モニター

を対象としたインターネット調査（標本数20,000人）

で調べている。2020年度（11月に調査）の週１回以

上運動する成人の割合は59.9％となり、前年度から

6.3ポイント上昇した８）。2018年度度より1.5ポイン

ト低下した2019年度から回復した。実施頻度が増え

たと回答した人の理由では「コロナによる日常生活

の変化」が36.4％で最も高かった。スポーツ庁は、「新

型コロナウイルス禍で健康意識が高まり、身近な場

所で実施する傾向が見られた」との見解を示してい

る。

　公益財団法人笹川スポーツ財団の「新型コロナウ

イルスによる運動・スポーツへの影響に関する全国

調査」は、2020年６月、10月、2021年２月にインター

ネット調査で実施された。各調査の対象は、全国の

市区町村に在住する18～79歳までの男女5,000人（２

月調査のみ5,005人）であった。その結果、COVID-

19流行前（2019年２月～ 2020年１月）と感染拡大
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以降（2020年２月～ 2021年１月）の運動・スポー

ツ実施状況は54.3％から50.4％に減少したことが報

告されている９）。

　日本人在宅勤務者と職場勤務者の仕事中の身体活

動と座位行動を比較した研究では、関東地方在住の

20 ～ 79歳（平均年齢44.7歳）の男女1,239人を対象に、

2020年７月28日～８月２日にインターネット調査を

実施した。仕事中の身体活動と座位行動は、職業性

身体活動調査票（WPAQ）で調査された。多変量

解析の結果、職場勤務者（60.1%）と比べて在宅勤

務者（39.9%）は、仕事中に座っている時間が76分

ほど長かった。一方で仕事中の中高強度身体活動時

間は、職場勤務者よりも27分短いことが報告されて

いる10）。

　日本人高齢者（平均年齢74.0歳）を対象とした研

究では、国際標準化身体活動質問票短縮版（IPAQ-

Short Version）を用いてインターネット調査が実

施されている11，12）。この研究では、緊急事態宣言下

の2020年４月と緊急事態宣言解除後の６月に調査

し、４月調査では流行前の１月よりも中高強度身体

活動が低下したものの、６月調査では回復したこと

が報告された。すなわち、週あたりの中高強度身体

活動時間は、流行前の１月が中央値で240分（四分

位範囲：90-480分）、緊急事態宣言下の４月が180分

（60-315分）、 緊急事態宣言解除後の６月が270分

（100-550分）であった。一方、サブグループ解析の

結果、独居かつ近隣交流のない者では身体活動時間

が回復していなかったことも報告されている12）。

　このようにCOVID-19流行初期では、世界および

日本における身体活動量は低下したものの、

COVID-19の影響が長期化する中で回復する傾向が

認められている。しかしながら、身体活動の種類（運

動・スポーツ、座位行動など）や属性（在宅勤務者、

独居高齢者など）によっては低下する結果も報告さ

れており、上記調査の続報や、より詳細かつ質の高

い縦断研究の成果が待たれる。

３．COVID-19流行による健康への影響

　米国の研究では、大規模な後ろ向き観察研究で身

体活動とCOVID-19重症化との関連を検証してい

る。研究対象者は、南カリフォルニア州の15の医療

センターの統合医療システムで2018年３月～ 2020

年３月の２年間で３回以上身体活動レベルを把握し

ていて、2020年１月～ 10月にCOVID-19に罹患した

48,440人であった。３回とも不活動であった者（中

高強度身体活動時間：０～ 10分/週）は、COVID-

19重症化のオッズ比が、３回とも身体活動ガイドラ

インを満たした者（中高強度身体活動時間：150分/

週以上）よりも有意に高かった。すなわち、入院で

はオッズ比2.26（95％信頼区間：1.81-2.83）、集中治

療室入室ではオッズ比1.73（95％信頼区間：1.18-

2.55）、死亡ではオッズ比2.49（95％信頼区間：1.33-

4.67）であった。これらの結果より、著者らは、身

体活動不足はCOVID-19の重症化に関連する強力な

修正できる危険因子であると述べている。そして個

人が取り組むことのできる重要な行動であり、コ

ミュニティにおいても習慣的な身体活動を実施でき

る環境設計をしていくための追加の知見と動機付け

を提供できたと述べている13）。

　スペインにおいて18歳以上693人に身体活動，睡

眠，摂食障害，幸福度に関するインターネット調査

をした研究では、上記研究と同様にロックダウン前

（8,515.7±10,260.0メッツ分/週）よりもロックダウ

ン中（5,053.5±5,502.0メッツ分/週）の身体活動が

低下したことが報告された。そして身体活動不活動

者（カットオフ値：2,100メッツ分/週）はロックダ

ウン中でも身体活動は横ばいで低いことが示され、

活動的であった人は身体活動と幸福度の低下が報告

された。さらに世帯の人数が多い人ほど体重増加が

多く、幸福度も低下していたことが報告されている。

本研究では、通常活動的である人は、特に影響を受

けやすい可能性があり、注意が必要であることを考

察している14）。

　高齢者の健康を維持・向上するためには、外出や

他者との交流、身体活動・運動や社会参加が重要で

ある。そしてそれらの機会が制限されることで、要

介護、認知症、早期死亡へのリスクが高まり、要介

護状態も重症化することが予測されている。このよ

うな背景から、神奈川県においても「食・運動・社

会参加」による未病改善を推進しているところであ

る。

　我々の研究グループでは神奈川県藤沢市の高齢者

グループを対象に、COVID-19流行下の身体活動な
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どの生活習慣や心身の健康状態について把握するた

め、郵送式質問紙調査を実施した15）。対象は藤沢市

で実施している身体活動促進プロジェクト「ふじさ

わプラス・テン」に参加し、グループ運動を実施す

る７グループおよび対照群１グループの参加者計

190名であった。

　2020年８月に質問紙調査を郵送し、145名より有

効回答を得た（有効回答率76.3%）。身体活動、メン

タルヘルス・ウェルビーイングについて質問すると

ともに、生活・コミュニケーションの変化について、

緊急事態宣言中ならびに現在について質問した。記

述的に状況を記載するとともに、通常時・緊急事態

宣言時・現在の比較を行った。対象者の平均年齢は

77.4歳、女性が88名（61％）、独居者が21名（14.5%）

であった。運動以外の生活活動時間、運動時間、座

位時間は、それぞれ緊急事態宣言時60、9.3、300分

/日、８月現在が60、12.9、300分/日であった（い

ずれも中央値）。2019年に実施した調査と現在の比

較では生活活動時間、運動時間は有意に低下、座位

時間は増加した。屋外あるいは屋内で十分スペース

の得られるグループは運動を再開していた。ウェル

ビーイング（WHO-5）は有意に低下、やる気の指

標（アパシー）は低下傾向であった。Self-rating 

Depression Scale（SDS）の変化は認められなかっ

た（図１）。感染防止・拡大予防行動の実施率は以

下の通りであった：手洗い・アルコール消毒99％、

マスク着用97％、屋内換気90％、体温測定67％、人

込みを避ける91％、家族以外と食事をしない67％。

グループ運動実施者における身体活動量は、緊急事

態宣言時よりは改善したものの前年度よりは低い状

態であること、座位行動が増加していることが分

かった。さらにウェルビーイングとやる気が低下し

ている者も認められ、対策をとる必要性が考えられ

た。

　実際に、同研究参加者からの話として、「日頃テ

ニスを習慣的に楽しんでいた知人（高齢男性）が緊

急事態宣言による自粛によってテニスを中止し、車

の運転も子供たちから中止されてしまい、その後気

力や認知機能が低下し、入院までしてしまった。宣

言解除後に少しずつ体を動かし、テニスを再開する

ことで体調も回復した。」一方で、「日頃、［私はも

うダメ］というような弱音を言って、周りの人に［大

丈夫？］と声をかけられるような方（高齢女性）が、

コロナ禍でも普通に過ごし、乗り越えている。」と

いうような事例もあった。

　日本臨床整形外科学会においても2020年７～８月

の期間で長期間自粛生活を強いられたことがいかに

個々の運動機能に影響を与えたかを検証すべく、整

形外科外来などを受診した全世代の患者並びにその

家族を対象に、身体の変化に関する調査を実施して

いる（インターネットおよび質問紙調査、有効回答

数12,254人）16）。その結果、緊急事態宣言解除後２

か月以上経過した自粛後の主観的な身体の変化とし

て、「階段が昇りづらくなった 28.9％」「速く歩けな

くなった27.7％」「つまずきやすくなった18.0％」と

いう回答が得られた。70歳台では、「階段が昇りづ

らくなった」「速く歩けなくなった」の項目が35%

程度、「つまずきやすくなった」では25%程度となっ

図１　「ふじさわプラス・テン」グループ運動参加者におけるCOVID-19流行前後の健康状態
（文献15より引用）
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ており、いずれの項目も年代とともに増加し、全て

の年齢層で動的バランス制御能（階段・歩行）の変

化が静的バランス制御能（つまずき）の変化を上回っ

ていたと報告している。

４．COVID-19流行下における身体活動不足への対策

　各種運動やスポーツの再開に向けて、ガイドライ

ンが作成されている。スポーツ庁のホームページに

は、スポーツ庁、各スポーツ関係団体により作成さ

れた、各種スポーツ活動の再開に向けた感染拡大予

防のためのガイドラインが掲載されている17）。公益

財団法人笹川スポーツ財団のホームページは、「新

型コロナウイルスとスポーツ」のページを設け、上

述の調査結果やスポーツ活動再開に向けた日本と各

国のガイドラインを紹介している18）。一般社団法人

日本フィットネス産業協会は、2020年３月という早

い段階で「FIAフィットネス関連施設における新型

コロナウイルス感染拡大対応ガイドライン」を作成

した19）。このガイドラインは、公共スポーツ施設で

も活用されており、感染予防対策に貢献している。

公益財団法人日本健康スポーツ連盟では、2020年８

月に「コロナ禍における健康増進施設の意識調査」

を実施し、その結果をホームページ上に公開してい

る20）。結果には、課題や問題点に加え、実施してい

る具体的な対策が記述されており、施設運営者向け

の資料として参考になる。国民向けにも各省庁や学

会からの情報提供や声明が出されている。厚生労働

省の生活習慣病予防のための健康情報サイト「e-ヘ

ルスネット」では、「新しい生活様式において体を

動かす工夫」を紹介している21）。

　日本運動疫学会では、2020年４月に「新型コロナ

ウイルス感染症流行下の身体活動不足・座りすぎ対

策」という声明を発表した22）。この声明では、

COVID-19 の感染拡大の防止が最優先事項とした上

で、著しい身体活動不足や長時間の座位行動の危険

性に気づかずにいることは、パンデミック後の社会

で大きな健康問題になることが予想されると指摘し

ている。そして、今回の出来事がきっかけとなって、

不活動や座りすぎが人々の習慣として定着してしま

うことの懸念が示されている。内容としては、年代

別にみた身体活動や座位行動に関する推奨や身体活

動の増加や座位行動の減少に役立つ情報（各大学や

スポーツ庁の情報など）がまとまっている。さらに

日本運動疫学会では、COVID-19と身体活動に関す

る情報の収集と発信を目的に、「COVID-19と身体

活動ワーキンググループ」を設置した23）。ワーキン

ググループのメンバーが、Facebook上で紹介した

研究や報告をまとめてホームページ上で公開してお

り、エクセルファイルでのダウンロードも可能であ

る。①身体活動への影響を検討した研究、②身体活

動の変化による健康への影響を検討した研究、③身

体活動のCOVID-19への影響、④その他（解決策な

ど）に類型化され、2021年10月20日の更新で60の研

究や報告が掲載されている。

　高齢者向けの情報としては、「通いの場を開催す

るための８つの工夫」や「健康長寿テキスト」といっ

た具体的な資料を公開している国立長寿医療研究セ

ンターのホームページ24）が参考になる。

　2020年７月、日本臨床スポーツ医学会と日本臨床

運動療法学会は「屋外での運動に対する共同声明」

を発表した25）。この声明では、屋外運動時のマスク

や口鼻を覆うものの着用は、基本的に推奨しないこ

とや、空いた場所や時間を選び、少人数で、２メー

トル以上の距離を保つようにすることなどを提案し

ている。屋外での身体活動については、米国疾病予

防管理センター（CDC）26）やアメリカスポーツ医

学会27）も推奨しており、十分な感染予防対策を講じ

た上で実施するための環境を整えることが重要であ

ろう。

　なお、COVID-19感染後の運動の再開については、

医学誌BMJで「運動は、少なくとも７日間の無症

状期間を経た後に行うこと」や「初めの２週間は、

最も軽い強度の運動から行うこと」が示され、再開

前にリスクの層別化を行い、再開後は段階的に実施

していくことが提案されている（図２）28）。その他、

日本疫学会29）、日本公衆衛生学会30）、日本老年医学

会31）、日本健康支援学会32）などのホームページにお

いても有益な情報が発信されている。

　スマートフォンゲームPokémon GOとHarry 

Potter: Wizards Unite（ハリー・ポッター：魔法同

盟）のプレイヤー 2,004人（平均年齢30.5歳、米国

在住者49.7％）を対象とした混合研究33） では、

COVID-19流行下の社会的な制限によって、身体活
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動およびメンタルヘルスが低下し、中でも女性、年

齢が若いこと、身体活動の減少がメンタルヘルスの

低下に関連していることが示された。研究参加者は、

ゲームのプレイ時間が週平均16.38時間から20.82時

間に増加し、参加者の約４分の３（1,102/1,427人、

77.2％）は、ゲームをプレイすることがメンタルヘ

ルスに有益であったと報告している。COVID-19流

行下における身体活動不足への対策や心身の健康づ

くりでは、対象者の特性や背景を考慮し、適切な介

入方法を検討する必要はあるものの、AR（拡張現実）

技術を取り入れた位置情報ゲームやゲーミフィケー

ションの活用も有効な方法となり得るだろう。

　我々の研究グループの活動について紹介すると、

上記調査の結果も踏まえ、コロナ禍での支援として、

電話・e-mailによる各グループへの連絡、ニュース

レターやホームページでの情報提供を継続してい

る。一人でも実施可能な運動の具体的な実施方法の

動画による紹介や一部グループとのオンラインミー

ティングによるコミュニケーションも図っている。

また就労世代についても、藤沢市と共同でCOVID-

19による緊急事態宣言下においても、安全安心に実

施できるプログラムの作成を進めた。運動習慣がな

い就労世代や運動に苦手意識のある方を対象に、自

宅でスキマ時間に身体を動かす１回10分程度のオン

ライン動画プログラム「こそトレ！」（全６回）34）

を作成した。制作過程ではソーシャル・マーケティ

ングの手法を用い、「忙しい」「疲れている」「面倒

くさい」などの理由で運動不足が深刻な就労世代を

対象に、自宅でスキマ時間に無理なく身体を動かせ

る内容を構成した。藤沢市主催のオンライン講座と

して、１月20日より先行公開が始まり、約240名の

参加者が登録・参加した。こういったオンラインプ

ログラムは、現在数多く実践されており、ノウハウ

の蓄積や長期的な効果を検証していく必要がある。

図２　COVID-19感染後の運動再開への提案（文献28より引用）
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５．おわりに

　近年、米国（2018年）やWHO（2020年）を始め、

主要な身体活動ガイドラインが次々に改定されてい

る35，36）。日本においても2013年に発表された「健康

づくりのための身体活動基準・身体活動指針（アク

ティブガイド）」37）の改定作業が始まっている。し

かしながら、本稿冒頭に既述の通り、各国の身体活

動不足への対策は、十分な成果を上げられていない。

　こうした状況を改善すべく、WHOは、身体不活

動を減らし、健康的で持続可能な世界をつくるため、

2018年に「身体活動に関する世界行動計画2018-

2030（Global Action Plan on Physical Activity 

2018-2030, GAPPA）」38）を策定した。GAPPAでは，

『アクティブな社会を創造』『アクティブな環境を創

造』『アクティブな人々を育む』『アクティブなシス

テムを創造』という４つの戦略目標と20の政策措置

を設定している（図３）。具体的な目標として、身

体不活動者を2025年までに相対的に10％，2030年ま

でに15％減らすことを掲げている。これらの戦略目

標及び政策措置はそれぞれ独立したものではなく、

相互に密接に関連し、影響を及ぼし合う点がポイン

トで、部分だけでなくそのつながりや関係性を重視

する考え方、すなわちシステムズ・アプローチ39，40）

により、全体をとらえて取り組んでいく必要がある

ことを強調している。

　図３に示したように，これらの戦略目標や政策措

置は、いわゆる健康分野や運動・スポーツといった

分野だけで達し得るものではなく、例えば都市計画・

交通・教育・人材育成といった多様な分野が多層的

に連携協力して初めて成し得るものである。かつ、

その効果は、身体活動増加による健康増進という流

れだけでなく、例えば、徒歩や自転車、公共交通機

関での移動推進による自家用車利用の低減が二酸化

炭素排出量低減につながることや、商店街と連携し

たスタンプラリーによるウォーキングキャンペーン

を通じた経済活性化など、多様な分野にもベネ

フィットを生み出しうる（コベネフィット）もので

図３　身体活動促進に関するシステムズ・アプローチの全体像（文献38より引用）
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ある。これらコベネフィットを考え合わせると，身

体活動促進の取り組みは，持続可能な開発目標

Sustainable Development Goals（SDGs）のうち少

なくとも13の領域と相互に関連しており、その達成

に貢献し得ることが示されている。

　このようにCOVID-19流行下においても多様な分

野との連携により、十分な感染予防対策を講じた上

で身体活動を促進していくことは可能であり、実施

されるべきである。GAPPAで示されるシステムズ・

アプローチを念頭に、それぞれの利益や更に高次の

利益につながるということを社会全体で理解し、身

体活動促進に向けて取り組んでいく必要がある。
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